
 

 

 

第11期 中 間 決 算 公 告 
平成 23 年 12 月 15 日 

                            東京都千代田区丸の内一丁目６番１号  
株 式 会 社  セ  ブ  ン  銀  行 
代表取締役社長  二子石 謙輔 

 

 

中間貸借対照表（平成23年９月30日現在） 
 (単位：百万円) 

 

科  目 金  額 科  目 金  額 

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 ) 

現 金 預 け 金 332,862 預 金 330,077

コ ー ル ロ ー ン 45,000 譲 渡 性 預 金 826

有 価 証 券 109,728 借 用 金 20,000

貸 出 金 1,157 社 債 90,000

前 払 年 金 費 用 18 Ａ Ｔ Ｍ 仮 受 金 29,204

未 収 収 益 6,971 そ の 他 負 債 12,660

Ａ Ｔ Ｍ 仮 払 金 79,220 未 払 法 人 税 等 6,579

そ の 他 資 産 1,288 資 産 除 去 債 務 266

有 形 固 定 資 産 9,166 そ の 他 の 負 債 5,815

無 形 固 定 資 産 17,397 賞 与 引 当 金 335

繰 延 税 金 資 産 1,154 負 債 の 部 合 計 483,105

貸 倒 引 当 金 △112 ( 純 資 産 の 部 ) 

 資 本 金 30,505

 資 本 剰 余 金 30,505

 資 本 準 備 金 30,505

 利 益 剰 余 金 59,500

 利 益 準 備 金 0

 そ の 他 利 益 剰 余 金 59,500

  繰 越 利 益 剰 余 金 59,500

 株 主 資 本 合 計 120,512

 その他有価証券評価差額金 17

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 17

 新 株 予 約 権 220

 純 資 産 の 部 合 計 120,750

資 産 の 部 合 計 603,855 負債及び純資産の部合計 603,855
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平成23年４月１日から 

中間損益計算書   

平成23年９月30日まで 
 

(単位：百万円) 
 

科        目 金        額 

経 常 収 益 44,338

資 金 運 用 収 益 232

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） (    57 ) 

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） (    141 ) 

役 務 取 引 等 収 益 44,040

（ う ち Ａ Ｔ Ｍ 受 入 手 数 料 ） ( 42,204 ) 

そ の 他 経 常 収 益 65

経 常 費 用 28,627

資 金 調 達 費 用 1,052  

（ う ち 預 金 利 息 ） (   302 ) 

役 務 取 引 等 費 用 5,301

（ う ち Ａ Ｔ Ｍ 設 置 支 払 手 数 料 ） (  4,959 ) 

（ う ち Ａ Ｔ Ｍ 支 払 手 数 料 ） (   181 ) 

そ の 他 業 務 費 用 3

営 業 経 費 22,222

そ の 他 経 常 費 用 46

経 常 利 益 15,710

特 別 損 失 63

税 引 前 中 間 純 利 益 15,647

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,396

法 人 税 等 調 整 額 △19

法 人 税 等 合 計 6,377

中 間 純 利 益 9,270
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個 別 注 記 表 
 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は

主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動

平均法による原価法により行っております。 

なお、評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用し、

年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ６年～18 年 

ＡＴＭ  ５年 

その他  ２年～20 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本

公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す

る債権については、一定の種類毎に分類し、予想損失率等に基づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相

当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に営業関連部署から独立

したリスク統括部が資産査定を実施し、その査定結果に基づいて貸倒引当金の算定を行っております。   

なお、当該部署から独立した監査部が査定結果の監査を行うこととしております。 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当中間期に帰属する額を計上しております。 
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(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、当中

間期末については、年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定

額法により損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から損益処理 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

５．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始す

る事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

６．ヘッジ会計の方法 

金利リスク・ヘッジ 

一部の負債に金利スワップの特例処理を適用しております。変動金利の相場変動を相殺するヘッジに

ついて、個別にヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定しております。 

７．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

追加情報 

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号平成 21 年 12 月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 24 号平成 21 年 12 月４日）を適用して

おります。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、破綻先債権は該当無し、延滞債権額は０百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年

政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じ

ている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は０百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
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４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１百万円であ

ります。 

なお、上記１.から４.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．為替決済、日本銀行当座貸越取引の担保として、有価証券 107,584 百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は 785 百万円であります。 

６．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反

がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資

未実行残高は、761 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものは 761 百万円であります。 

７．有形固定資産の減価償却累計額 35,943 百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

１．減価償却実施額は下記のとおりであります。 

有形固定資産  2,684 百万円 

無形固定資産  3,071 百万円 

２．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額 41 百万円を含んでおります。 

 

（金融商品関係） 

○金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年９月 30 日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注

２）ご参照）。 

                                                                       （単位：百万円） 

 
中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金預け金（＊） 332,860 332,860 －

(2) コールローン（＊）      44,917 44,917  －

(3) 有価証券  

その他有価証券 107,584 107,584 －

(4) 貸出金 1,157  

貸倒引当金（＊） △0  

 1,157 1,157 －

(5) ＡＴＭ仮払金（＊） 79,218 79,218 －

資産計 565,737 565,737 －

(1) 預金 330,077 330,660 582

(2) 譲渡性預金 826 826 －

(3) 借用金 20,000 20,521 521 

(4) 社債 90,000 91,222 1,222 

(5) ＡＴＭ仮受金 29,204 29,204 －

負債計 470,109 472,436 2,327 

（＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、現金預け金、

コールローン、ＡＴＭ仮払金に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、中間貸借対

照表計上額から直接減額しております。 
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（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。なお、満期のある預け金はありません。 

(2) コールローン 

約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。 

(3) 有価証券 

債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。  

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しており

ます。 

(4) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。なお、固定金利によるものはありません。 

 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロ

ーの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価

は中間決算日における中間貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当

該価額を時価としております。 

(5) ＡＴＭ仮払金 

未決済期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 

負 債 

(1) 預金、及び (2) 譲渡性預金 

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引い

て現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いて

おります。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。 

(3) 借用金 

借用金のうち、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額

（金利スワップの特例処理の対象とされた借用金については、その金利スワップのレートによる元利

金の合計額 ）を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。な

お、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。なお、変動金利によるものはありません。   

(4) 社債 

当社の発行する社債の時価は、市場価格によっております。 

(5) ＡＴＭ仮受金 

未決済期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情

報の「資産（3）その他有価証券」には含まれておりません。 

                       （単位：百万円） 

区分 中間貸借対照表計上額 

非上場株式（＊） 2,144

合計 2,144

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から時価開示の対象とはしておりません。 

 

（有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

１．満期保有目的の債券（平成 23 年９月 30 日現在） 

該当事項はありません。 

２．子会社及び関連会社株式（平成 23 年９月 30 日現在） 

該当事項はありません。 

３．その他有価証券（平成 23 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間貸借対照表 

計上額(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

債券 

国債 107,584 107,555 29

中間貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 小計 107,584 107,555 29

債券  

国債 － － －

中間貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 小計 － － －

合計 107,584 107,555 29

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから

上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

４．減損処理を行った有価証券 

該当事項はありません。 

 

（金銭の信託関係） 

該当事項はありません。 
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（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションにかかる当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

営業経費  71 百万円 

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
第４回－①新株予約権 

（株式報酬型ストック・オプション） 

第４回－②新株予約権 

（株式報酬型ストック・オプション） 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 ５名 当社執行役員 ８名 

株式の種類及び付与数 

（注）１ 
普通株式 440株 普通株式 118株 

付与日 平成23年８月８日 同左 

権利確定条件 

新株予約権者は、当社の取締役の地

位を喪失した日の翌日以降10日間に

限り、新株予約権を行使することが

できる。 

新株予約権者は、当社の執行役員の

地位を喪失した日（新株予約権者が

当社の取締役に就任した場合は取締

役の地位を喪失した日）の翌日以降

10日間に限り、新株予約権を行使す

ることができる。 

対象勤務期間 特に定めはありません。 同左 

権利行使期間 
平成23年８月９日から平成53年８月

８日まで 
同左 

権利行使価格 １株当たり １円 同左 

付与日における公正な評価

単価（注）２ 
新株予約権１個当たり 127,950円 同左 

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

    ２．新株予約権１個当たりの目的である株式の株は、当社普通株式１株であります。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産  

未払事業税 513 百万円 

減価償却費損金算入限度超過額 189  

賞与引当金損金算入限度超過額 136  

資産除去債務 108  

ストック・オプション費用 89  

未払金（旧役員退職慰労引当金） 84  

貸倒引当金損金算入限度超過額 45  

その他 47  

繰延税金資産合計 1,215  

繰延税金負債  

資産除去債務に係る有形固定資産修正額 △41  

前払費用 △7  

その他有価証券評価差額金 △11  

繰延税金負債合計 △61  

繰延税金資産の純額 1,154 百万円 
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（1 株当たり情報） 
１．１株当たり純資産額 101,208 円 01 銭 

２．１株当たり中間純利益金額 7,784 円 15 銭 
３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 7,777 円 55 銭 

 

（重要な後発事象） 

当社は、平成 23 年 11 月 15 日開催の取締役会において、株式の分割及び単元株制度の採用を決議いた

しました。 

１．株式分割及び単元株制度の採用の目的 
当社株式の流動性の向上、投資家層の拡大を図ることを目的として、株式の分割を行うものであり

ます。また、平成 19 年 11 月 27 日に全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計

画」の趣旨に鑑み、当社株式の売買単位を 100 株とするため、単元株式数を 100 株とする単元株制度

を採用いたします。 

２．株式分割の概要 
(1) 分割の方法 

平成 23 年 11 月 30 日（水）を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載された株主の所有す

る普通株式を、１株につき 1,000 株の割合をもって分割いたします。 

(2) 分割により増加する株式数 

①株式分割前の発行済株式総数      1,190,908 株 

②今回の分割により増加する株式数  1,189,717,092 株 

③株式分割後の発行済株式総数    1,190,908,000 株 

④株式分割後の発行可能株式総数   4,880,000,000 株 

今回の株式分割に際しては、資本金の増加はありません。 

平成 23 年９月 30 日現在の資本金    30,505 百万円 
(3) 分割の日程 

基準日公告   平成 23 年 11 月 15 日（火） 

基準日       平成 23 年 11 月 30 日（水） 

効力発生日   平成 23 年 12 月 １日（木） 

３．単元株制度の採用 
(1) 採用する単元株式の数 

単元株制度を採用し、単元株式数を 100 株といたします。 

(2) 新設の日程 

効力発生日 平成 23 年 12 月１日（木） 

４．当該株式分割が当中間会計期間の開始の日に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下の通

りであります。 
(1) １株当たり純資産額 101 円 20 銭 

(2) １株当たり中間純利益金額 7円 78 銭 

(3) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 7円 77 銭 

 

（単体自己資本比率（国内基準）） 

銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は 53.02％

であります。 
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